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⽇頃より⽇本成⻑テーマフォーカス（以下当ファンド）をご愛顧賜り誠にありがとうございます。
当ファンドは、企業成⻑が⾒込める投資テーマに注⽬し、投資テーマに関連するわが国の株式に投資することで、信託財産
の中⻑期的な成⻑を⽬指すファンドです。なお、投資テーマは、三井住友DSアセットマネジメントが独⾃に設定し、適宜ま
たは将来において⼊れ替えを⾏います。
当ファンドでは、⾜元で新規に投資テーマを設定しテーマの⼊れ替えを⾏いましたので、運⽤状況とともにご紹介いたします。

新テーマ「細分化する教育の未来」を採⽤

2019年6⽉10⽇

⽇本成⻑テーマフォーカス （愛称：グランシェフ）
追加型投信／国内／株式 ※課税上は株式投資信託として取扱われます

投資テーマの⼊れ替えのお知らせ

（注）「カテゴリー」および「投資テーマ」は、三井住友DSアセットマネジメントが設定したもので、適宜または将来において⼊れ替えを⾏います。また、
上記の投資テーマのすべてに投資するものではありません。

当ファンドでは、「国内設備投資の回復」をテーマとして取り上げてきました。ここもと、特に⾷品や⽇⽤品、ヘルスケア関連
メーカーなどの設備投資が積極的になるなど、⼀定の回復が得られたと考えます。このため、⽇本再構築のカテゴリーにおい
て、「国内設備投資の回復」から「細分化する教育の未来」へテーマの⼊れ替えを⾏いました。
⼥性の社会進出が進むにつれ共働き世帯の可処分所得が増加し、今後、様々な形で⼦供にかける費⽤が増えることが
予想されます。また、2020年度からの新学習指導要領の本実施も教育産業への後押しになるとみられ、魅⼒的な投資
機会を提供することが期待されます。

※上記は過去の実績、当資料作成時点の⾒通しおよび運⽤⽅針であり、将来の投資成果および市場環境の変動等を⽰唆あるいは保証するものでは
ありません。今後、予告なく変更する場合があります。

◇学習指導要領の改訂
⼩学校からの「外国語教育」や「プログラミング教育」の必修化といった新たな科⽬の導⼊と共に、⼦供の学び⽅にも変
化が起きることで、今までにない様々な教育へのアプローチが提供されることが考えられます。

◇EdTech（エドテック）
EdTechはEducation（教育）とTechnology（テクノロジー）を組み合わせた造語です。講義のオンライン配信や
ITによる学習状況の管理、先⽣と⽣徒の新たなコミュニケーションツールのようなITと教育の融合サービスは、特別⽀
援教育や、教員の働き⽅改⾰への活⽤も期待されます。

新テーマ「細分化する教育の未来」では、こうした⼦供を対象としたサービス以外にも、働き⽅改⾰に伴う社会⼈教育や、シ
ニア向けのサービス拡⼤にも着⽬し、銘柄発掘を⾏っていきます。

カテゴリー

技術⼒ 新素材 ⽣産性向上 バイオの成⻑ 省エネ技術の拡⼤

海外戦略 情報⾰命 グローバル需要の
成⻑の取り込み

消費市場としての
アジア

⽇本再構築 インフラ再構築 AIで進む経営⾰新 キャッシュレス社会と
⾦融⾰命

削除
 国内設備投資の回復

新規採⽤
細分化する教育の未来

トレンド対応⼒ 働き⽅の多様化 消費トレンドの変化 ネット社会の進化

経営⼒ コーポレートリフォーム M&Aによる成⻑ インパクト投資

投資テーマ



情報提供資料販売⽤資料

※この資料の最終ページに重要な注意事項を記載しております。必ずご確認ください。

2/5

今後の運⽤⽅針
⾜元、内需の弱含みにとどまらず、2019年度の慎重な業績⾒通し、⽶中貿易摩擦の再燃、世界景気の減速懸念など、
悪材料が多く出てきています。しかしながら、それらの多くは既に株価に織り込まれたと⾒られ、下値余地は限定的と考えま
す。内需の回復や世界景気の持ち直しが⾒られるまでは株価は上昇し難い展開を⾒込みますが、下値を拾う局⾯であろう
と考えています。現在、注⽬している銘柄を以下にご紹介します。

＜注⽬銘柄とポイント＞
ジャストシステム 明光ネットワーク

ジャパン
⽇本新薬 バンダイナムコ

ホールディングス
ピーエス三菱

• タブレット学習「スマ
イルゼミ」の成⻑

• 公⽴学校へのIT教
育システムの納⼊
実績

• 新学習指導要領に
よる恩恵

• MEIKO式コーチン
グによる差別化

• ニッチ製品による成
⻑

• 海外導出品のロイ
ヤリティ拡⼤

• 次世代型「核酸医
薬」の開発

• 豊富なIP（知的財
産）の活⽤

• 海外でのコンテンツ
ビジネスの拡⼤

• ⾼速道路の床版取
り替え本格化

• 国⼟強靭化基本
計画によるビジネス
の拡⼤

基準価額・純資産総額の推移 2017年1⽉27⽇（設定⽇）〜2019年6⽉7⽇

■基準価額・純資産総額■基準価額等の推移

（注1）基準価額、分配⾦再投資基準価額は、1万⼝当たり、信託報酬控除後です。
（注2）分配⾦再投資基準価額および騰落率は、信託報酬控除後の基準価額に対して、税引前分配⾦を決算⽇に再投資した修正基準価額をも

とに算出、表⽰。
（注3）騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。

※上記は過去の実績、当資料作成時点の⾒通しおよび運⽤⽅針であり、将来の投資成果および市場環境の変動等を⽰唆あるいは保証するものでは
ありません。今後、予告なく変更する場合があります。

※上記は投資対象銘柄の例⽰を⽬的とするものであり、当ファンドにおいて当該銘柄に投資するとは限りません。また、当該銘柄を推奨するものではありま
せん。

※ファンド購⼊時には、購⼊時⼿数料がかかる場合があります。また、換⾦時にも費⽤・税⾦などがかかる場合があります。詳しくは4ページおよび投資信
託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。

■騰落率
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 基準価額 9,777円

 純資産総額   23億円

 設定来騰落率 7.9%

 (2019年6⽉7⽇現在)

 (2019年6⽉7⽇現在)
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ファンドの特⾊

ファンドのリスク（詳しくは最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください）

基準価額の変動要因

収益分配⾦に関する留意事項

※資⾦動向、市況動向等によっては、上記のような運⽤ができない場合があります。



情報提供資料販売⽤資料

※この資料の最終ページに重要な注意事項を記載しております。必ずご確認ください。

4/5

※当ファンドのお取引に関しては、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適⽤はありません。

お申込みメモ（詳しくは最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください）

ファンドの費⽤（詳しくは最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください）
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投資信託に関する留意点

○投資信託をご購⼊の際は、最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）を必ずご覧ください。
投資信託説明書（交付⽬論⾒書）は販売会社の本⽀店等にご⽤意しております。

○投資信託は、元本保証、利回り保証のいずれもありません。
○投資した資産の価値が投資元本を割り込むリスクは、投資信託をご購⼊のお客さまが負うことになります。
○投資信託は預⾦、保険契約ではありません。また、預⾦保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象では
ありません。

○銀⾏など登録⾦融機関でご購⼊いただいた投資信託は、投資者保護基⾦の対象ではありません。

【重要な注意事項】
 当資料は三井住友DSアセットマネジメントが作成した販売⽤資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。
 当資料の内容は作成基準⽇現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、当資料は三井住友DSアセットマネジメントが
信頼性が⾼いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。

 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に帰属します。
 投資信託は、値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、リスクを含む商品であり、運⽤実績は市
場環境等により変動します。したがって元本や利回りが保証されているものではありません。

 投資信託は、預貯⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・貯⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録⾦融機
関でご購⼊の場合、投資者保護基⾦の⽀払対象とはなりません。

 当ファンドの取得のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）および⽬論⾒書補完書⾯
等の内容をご確認の上、ご⾃⾝でご判断ください。また、当資料に投資信託説明書（交付⽬論⾒書）と異なる内容が存在した場合は、
最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）が優先します。投資信託説明書（交付⽬論⾒書）、⽬論⾒書補完書⾯等は販売会社に
ご請求ください。

 当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本⽂とは関係ない場合があります。

作成基準⽇：2019年6⽉10⽇

【委託会社】 三井住友DSアセットマネジメント株式会社（ファンドの運⽤の指図等を⾏います。）
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第399号
加⼊協会：⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会

【受託会社】 三井住友信託銀⾏株式会社（ファンドの財産の保管および管理等を⾏います。）

【販売会社】（ファンドの募集・販売の取扱い等を⾏います。）

委託会社、その他の関係法⼈


